
１　重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準および評価方法

　　満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっている。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

    商品・・・最終仕入原価法によっている。

(3) 固定資産の減価償却の方法

    什器備品・・・定額法によっている。

(4) 引当金の計上基準

(5) リース取引の処理方法

(6) 消費税の会計処理

    消費税の会計処理は、税込方式によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

　定期預金

　投資有価証券

小 計

特定資産

　預り保証金積立資産

　運用資金積立資産

小 計

0 181,000,000 

50,004,636 0 2,350 50,002,286 

181,000,000 0 

158,000,000 0 0 158,000,000 

158,500,000 0 0 158,500,000 

231,004,636 0 2,350 231,002,286 

500,000 

財務諸表に対する注記

    職員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する負担額を計
　上している。

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
　取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
　　未経過リース料期末残高相当額は、次のとおりである。

内　　　容 １年以内 １年超 合 計

当期減少額 当期末残高

5,942,004 9,917,110 15,859,114

（単位：円）
科　　　目 前期末残高 当期増加額

未経過リース料
期末残高相当額

（単位：円）

0 

合 計 389,504,636 0 2,350 389,502,286 

0 500,000 

1



３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

　定期預金 ( ) ( )

　投資有価証券 ( ) ( )

小 計 ( ) ( )

特定資産

　預り保証金積立資産 ( 500,000 )

　運用資金積立資産 ( )

小 計 ( ) ( 500,000 )

合 計 ( ) ( ) ( 500,000 )

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

什器備品(公益会計)

什器備品(法人会計)

合 計

５ 満期保有目的の債券の内訳並びに額面価額、帳簿価額、時価及び評価損益

第328回利付国庫債券

- 

181,000,000 - 

50,002,286 - 

231,002,286 - 

（単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に

　　対応する額）

181,000,000

50,000,000

231,000,000 2,286

2,286

0

158,500,000 - 

389,502,286 

500,000 - - 

158,000,000 - 158,000,000

158,000,000

158,002,286231,000,000

　満期保有目的の債券の内訳並びに額面価額、帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりで
ある。

13,560,753 13,560,739 14 

（単位：円）
科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

282,975 282,974 1 

（単位：円）
種類及び銘柄 額面価格 帳簿価額 時価 評価損益

13,843,728 13,843,713 15 

322,714 50,325,000 50,002,286 50,000,000 

合 計 50,000,000 50,002,286 50,325,000 322,714 
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６ 補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

交付金

自主企画事業交付金

助成金

７ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおりである。指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

経常収益への振替額

基本財産受取利息

内　　　容 金額

60,652,000 

当期増加額

250,000 250,000 

60,402,000 

合 計

　補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
（単位：円）

補助金等の名称 交付者

日立市

303,620 

合 計 303,620 

（単位：円）

科学教育の普及・啓発
助成金

当期末残高

0 

0 
公益財団法人
　東京応化科学技術
　振興財団

0 

当期減少額

60,402,000 

60,652,000 
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